予算要求資料
平成２９年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：計量検定費
	事業名　新質量比較器更新費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　商工政策課　管理調整係　電話番号：058-272-1111（内3046 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11351@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    4,466千円（前年度予算額：  - 千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,466
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,466

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　計量検定所に係る質量比較器の更新費
（２）事業内容

現在使用している１０００ｋｇ質量比較器は取得後２０年以上が経過しており、経年劣化が進んでいる状況である。
この１０００ｋｇ質量比較器ではトラックスケールの定期検査等で使用する大型分銅の検査に使用しているが、経年劣化により突然故障するようなことがあれば、計量法で有効期間１年と規定されている大型分銅の検査が予定どおり実施できなくなり、正確な標準分銅の供給に支障をきたすおそれがある。
また、現在流通している質量比較器は、技術進歩により２０年前の機種より正確性、安定性等が向上しているため、より正確な計量の実施を確保することができるようになる。
（３）県負担・補助率の考え方

　　計量検定所の保有設備であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　無し

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	4,466
	質量比較器備品購入費

	合計
	4,466
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　計量検定所において使用する質量比較器は、取得後２０年以上が経過し老朽化が著しいため、機器を計画的に更新整備することで検査業務の効率化、合理化を図る


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	年間の分銅検査個数
※当該機器を使用するもの
	（H  ）
	92
（H25）
	92
（H26）
	115 
（H27）
	（H  ）
	％


	年間のトラックスケール検査台数
	（H　）
	222
（H25）
	246
（H26）
	224
（H27）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　機器の更新であり、それにより変化する指標のようなものはない。



（前年度の取組）

	　製造後２０年以上経過した検査機器であるため、年々表示値の誤差及びばらつきが増大し、かつ表示が安定するまでに非常に時間がかかるようになっている。検査効率が著しく低下しているため業務に支障をきたしている。

　製造メーカーに修理を依頼するも当該設備の部品がすでに製造中止となっているため修理できない旨の回答であった。




（前年度の成果）

	　表示値の誤差及びばらつきがあるため、一つの分銅について複数回検査を行う必要がある。また、数値が安定表示されるまでにも長時間必要となるため、長時間かけて業務を行っている状態である。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	検査に用いる分銅の検査については、県が行うべき業務であり計量法において有効期限１年と規定されている。計量法の定期検査時に使用する分銅については常に正常な状態に保つ必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	現時点では業務がストップする事態だけは何とか避けることができているが、そういう事態が容易に想定されるのが現状である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	老朽化による故障での誤差や誤差を補正する機能が動作しておらず数値の安定時間も遅いため、計量士が長時間かけ判定している状態であり、新規導入で効率化は果たされる。


（今後の課題）

	　現在、質量比較器は１基で行っており、メーカーの推奨耐用年数（１５年）や国税庁の「減価償却資産の貸与年数」（５年）等を考慮し、計画的な更新が必要になる。また、機器を長く使用するためにも現在と同様に毎年の点検が必要である。


（次年度の方向性）
	　県がすべき事務となっているため、当該業務は継続していかなければならない。




